（様式１）
質　問　書
令和　　年　　月　　日

「上京区総合庁舎における駐車場整備及び管理運営を行う事業者の募集要項」に係る質問書を提出します。

	法人等の名称
	

	担当者所属・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	質問事項
	


質問票は持参、郵送又はＦＡＸ（０７５）４３２－０５６６で受け付けます。

令和５年１月13日（金）午後５時

上京区役所地域力推進室（総務・防災担当）必着
（様式２）

令和　　年　　月　　日
（宛先）京　都　市　長　
応募申込書
「上京区総合庁舎における駐車場整備及び管理運営を行う事業者の募集要項（以下「募集要項」という。）」を確認、同意のうえ、次のとおり応募します。

応募に当たっては、募集要項の応募資格要件に違反していないことを誓約します。
また、駐車場整備及び管理運営を行う事業者として決定した場合は、自身の名称及び提案使用料等が公表されることに同意します。
（応募申込者）

	名称
及び代表者氏名
（法人印及び代表者印を押印）
	 eq \o\ac(○,印)

	所在地
	〒　　　－　　


	担当部署・担当者

氏名・連絡先
	（担当部署）
（氏　　名）
（連 絡 先）　　　　　　－　　　　　　－　　　　

	提案使用料
（年額）

	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【注意事項】

　　１　一度応募された応募申込書の差替え、変更及び取消しはできません。

　　２　書き損じたときは、訂正をしないで、新しい応募申込書に記載してください。

　　３　応募金額は、アラビア数字を右詰めで記載し、頭部に「￥」を付けてください。

（様式３）

法人等の概要
令和　　年　　月　　日

	（ふりがな）

名　　称
	

	所在地
	〒

	電話番号
	

	設立年月日
	

	従業員数
	

	資本金
	

	主な業務内容
	

	免許・登録
	


（様式４）

駐車場整備及び管理運営実績

法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　

　過去５年間の官公庁、民間施設の駐車場整備又は施工管理実績及び管理運営実績について記述してください。

駐車場名、発注者名、整備台数、整備年度について個々に記載のこと（但し、１０件を超える場合については、１０件まで記載）。

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式５）

企画提案書

法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　

　内容及び様式は応募者の任意としますが、以下の事項は必ず記載してください。
	書類名及びその内容
	作成に当たっての留意点

	レイアウト図
	○Ａ３　縮尺・方位を統一
○精算機、看板等駐車設備の主要寸法、特徴を記載

	工事計画書
	○工事内容、スケジュール等が分かるもの
○工事期間中の駐車場利用者への対応方法

	工事体制
	○工事における責任者、実施体制、市民対応、トラブル対応体制等が分かるもの

	管理体制
	○駐車場運営に係る責任者、実施体制、市民応対、トラブル対応体制等が分かるもの

	トラブル対応策
	○想定されるトラブルとその対応策を記載

	料金体系
	○利用料金の設定内容

	無料処理
	○身障者等である来庁者に対する無料処理の方法

	利用制限時の処理
	○区役所事業等による利用制限時の対応・処理・周知の方法

	収支計画
	○本市への使用料と収支計画及びその妥当性


（様式６）

様式第１号（第３条、第４条及び第６条関係）
誓　　約　　書
	（宛先）
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　　　　　－　　　　

	

	暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約します。
誓約者並びに京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号ウに規定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、
それぞれ次に掲げる者について記入してください。
1 　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規
定する役員及び使用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について
記入することが困難であると認めるときは、市長等又は指定管理者が
指定する使用人に限る。次号において同じ。）
2 　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条
第４号ウに規定する使用人










